










表している。2013 年度の発表（同年 9 月 15 日付け推計値）によると、65 歳以上
の高齢者は前年比 112 万人増の 3,186 万人となり、総人口に占める割合も初めて












と指摘している２）。また、2013 年 9 月 16 日「敬老の日」の読売新聞社説でも、
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１）総務省「高齢者人口の推計値（2013 年 9 月 15 日現在）」を参照。





























厚生労働省は、2013 年 6 月に「高年齢者雇用確保措置」の進捗状況について
全国規模の調査を実施した。調査対象企業は、約 14 万社であった。調査結果は、










６）厚生労働省『平成 25 年「高年齢者の雇用状況」集計結果』の調査対象企業数は 31～50 人規模が
45,545 社、51～300 人規模が 79,699 社、そして、301 人以上規模（大企業）が 14,826 社であった。
しておこう（図表 1）。なお、この調査では従業員数が 31 人～300 人規模を「中
小企業」、301 人以上の規模で「大企業」としている。
まず、2013 年（6 月 1 日現在）で高年齢者雇用確保措置を「実施済み」と回答
した企業の割合は 92.3％であった。企業規模別でみると、中小企業が 91.9％、
大企業は 95.6％であった７）。
ついで、2013 年に「希望者全員が 65 歳以上まで働ける企業」の割合は 65.5％
（前年比 22.7 ポイント上昇）であった。2013 年 4 月に「改正高年齢者雇用安定法」
が施行されたことにより、前年比で大きな伸びとなっている。その内訳をみると、




同じように「70 歳以上まで働ける企業」の割合は、調査対象企業約 14 万社の







ここまで見てきたように、2013 年 6 月の段階で「高年齢者雇用確保措置」を
実施する企業は 9 割を超えている。そして、2013 年 4 月に改正高年齢者雇用安
定法（以下、高齢法）が施行されたこともあり、6 割超の企業で希望者全員が 65











７）これらを 2012 年に比べると、中小企業で 5.1 ポイントの減少、大企業でも 3.8 ポイントの減少とな



















図表 3 は高年齢者（60 歳以上）の就業数の推移を示している。過去半世紀、高
年齢就業者数は増加を続けている。その数は 2012 年には 1,192 万人に達し、就
業者全体（6,270 万人）に占める割合も 19.0％となっている。その内訳は男性が
726 万人、女性が 466 万人であった。
年齢階層別でみると、「60 歳～64 歳」の就業者数が 597 万人（前年比 7 万人の
減少）、「65 歳～69 歳」は 300 万人（前年比 14 万人の増加）、「70 歳以上」は 295
万人（前年比 10 万人の増加）であった。団塊世代の高齢化もあり、65 歳以上の年
齢階層で増加が顕著である。
そして、高年齢者の就業率（年齢階層別人口に占める就業者の割合）は、近年、
男女ともに 60 歳代で上昇傾向がみられる（図表 4 と 5 参照）。2012 年には、「60
歳～64 歳」の男性の 71.3%が就業している。同様に「65 歳～69 歳」の男性は
46.9%、「70 歳以上」は 19.7%が仕事に就いている。同じ年、女性の就業率は
「60 歳～64 歳」が 44.5%、「65 歳～69 歳」は 27.8%、「70 歳以上」は 8.6%であ
った。
上述のように、現在の高年齢就業者数は 1960 年代後半に比べて 3 倍近くの約
1,200 万人へ増加している。就業者全体に占める比率も 5 人に 1 人といった水準
にまで膨らんでいる。とくに男性では「60 歳代前半」で働く人の割合は 7 割強、
































いる。例えば、2000 年から 2010 年までの 10 年間における高年齢男性の就業率
の変化を年齢別でみると、61 歳男性の就業率は 66.7％から 74.3％へと 7.6 ポイ
ントも上昇している。ついで、62 歳男性の就業率が 64.5％から 70.9％へ 6.4 ポ
イント上昇している。同じく 63 歳が 62.3％から 67.0％へと 4.7 ポイントの上昇
をみせている 12）。







とくに男性の「60 歳～64 歳」と「65 歳～69 歳」の年齢層で就業率は低下して
いた。例えば、男性の「60 歳～64 歳」では 1968 年に 80.8%だった就業率が














































などにより、65 歳以上への定年の引上げ、定年制の廃止、または 70 歳以上まで
の継続雇用制度を実施した場合に、（企業規模に応じて 1 社あたり）最高で 120 万
円を支給するものであった。あわせて、高年齢者の勤務時間を多様化する制度を





「70 歳まで働ける企業」実現に向けたシンポジウム（2013 年 1 月 18 日雇用支援機構主催）での配布
資料を参照している。
15）厚生労働省は雇用関係助成金の統廃合を進めており、本稿で取り上げた「中小企業定年引上げ等奨























ここでは、2009 年から 2013 年の 5 年間のコンテストで上位入賞した企業（39
社）を取り上げて、幾つかの観点から検討していく 17）。
まず、これら 39 社は北海道から九州の全国に所在している。その業種別内訳
は、運輸交通が 4 社、小売業が 2 社、サービス業 5 社、食料品製造（販売）業 7
社、製造業 14 社、福祉・介護・医療が 7 社である。多くは中小企業で従業員数
は 100 名以下（計 25 社）だが、中には従業員数が 3,000 名を超える大企業も含
まれている。






特別賞」とし、それに 2011 年度から設けられた「高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長表彰 優秀
賞」と「同部門別賞」を加えた（2011 年度と 2012 年度）。なお、2013 年度の同コンテストへの応
募総数は 284 社であった。このうち上位入賞として取り上げたのは「厚生労働大臣表彰 最優秀賞」





ても働くことができる。続く 4 社は「雇用年齢の上限を 99 歳」としている。そ
して、残りの 21 社は定年後の雇用延長に「年齢の上限を設けて」いる。




後の「その他」1 社は、業務委託制度の自宅勤務（作業）を 65 歳以上の同社を退
職した人に認めているケースである 18）。





務とする A社は、全従業員 3,709 名（2013 年調査時点）のうち、60 歳～64 歳の
従業員が 1,012 名、同じく 65 歳～69 歳が 1,019 名、70 歳以上が 300 名である。
すなわち、全従業員の 62.8%が高年齢従業員である。調査時点での従業員の最高
齢は 80 歳である。





















雇用延長（再雇用）年齢上限なし 2 12 0
雇用延長（再雇用）99歳まで 0 4 0




















ここで再び、39 社全体の話に戻ろう。創業年が最も古いものは 1620 年（和洋
菓子製造販売業）だが、大半の企業は第二次世界大戦後に設立されたものである。
最も若い企業は、創業年が 2003 年（社会福祉・介護事業、従業員 163 名、高年齢従



















齢を設けていない。別の 1 社も上限年齢を 99 歳ときわめて高く設定している 22）。
そして、いずれもが高年齢従業員の知識や経験、技能といったものを活かすため
の工夫（新しい職務の創出など）に積極的である。
例えば、従業員の上限年齢を設けていない上記 4 社中の産婦人科（従業員 50


















まず、図表 7 を見てほしい。ここでは 39 社を大きく 3 つの業種別に分けてい
る。製造業（食料品製造業を含む）21 社、サービス業（小売業と運輸交通を含む）















年 1 月 3 日）。
みたり、高年齢従業員の働く場（新規事業）を創出している。とくにサービス業







































同じくタクシー業 I社（従業員 101 名、うち高年齢従業員 62 名）は、高年齢運転




さらに、運送業 J社（従業員 57 人、うち高年齢従業員 5 名）では、運転法規に則
った「デジタコグラフ」を開発して、ドライバーの適正な運転と休憩時間の配分
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付記：本稿は日本経済政策学会第 70 回全国大会（2013 年 5 月 16 日・東京大学）
で報告した内容に加筆修正したものを含んでいる。
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